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（第三種郵便物認可） ２０１３年７月５日大阪歯科保険医新聞 （５、15、25日発行）（４）

今回 前回 前回比
10人未満 11.5% 8.5% 3.0
10～15人 15.3% 18.0% ▲ 2.7
16～20人 15.3% 11.3% 4.0
21～25人 13.1% 16.3% ▲ 3.2
26～30人 12.6% 16.6% ▲ 4.0
31～35人 6.6% 7.8% ▲ 1.2
36～40人 6.6% 6.4% 0.2
41～45人 4.9% 3.9% 1.0
46～50人 4.4% 4.2% 0.2
51人以上 9.8% 7.1% 2.7

歯内療法関連の技術料の引き上げ 52.6％
歯周病関連の技術料の引き上げ 34.7％
欠損補綴関連の技術料の引き上げ 32.4％
保存修復関連の技術料の引き上げ 31.8％
臼歯部の接着ブリッジ 20.8％
再診時外来環の導入 19.1％
評価できる項目がない 15.0％
歯科用３次元エックス線断層撮影の
導入 9.2％

歯科訪問診療１の引き上げ 5.2％
歯科訪問診療補助加算の導入 5.2％
周術期口腔機能管理の導入 4.6％
その他 0.6％

400万円未満 ～600万円 ～800万円 ～1000万円 ～1200万円

20歳代 100.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
30歳代 31.6％ 10.5％ 5.3％ 5.3％ 5.3％
40歳代 21.8％ 12.7％ 9.1％ 7.3％ 10.9％
50歳代 13.3％ 3.3％ 15.0％ 18.3％ 13.3％
60歳代 17.6％ 29.4％ 11.8％ 14.7％ 8.8％
70歳以上 20.0％ 30.0％ 0.0％ 10.0％ 20.0％

～1400万円 ～1600万円 ～1800万円 ～2000万円 2000万円超

20歳代 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
30歳代 21.1％ 0.0％ 10.5％ 5.3％ 5.3％
40歳代 1.8％ 1.8％ 9.1％ 16.4％ 9.1％
50歳代 10.0％ 8.3％ 3.3％ 6.7％ 8.3％
60歳代 2.9％ 2.9％ 2.9％ 5.9％ 2.9％
70歳以上 0.0％ 10.0％ 0.0％ 10.0％ 0.0％

歯
科
医
療
危
機
打
開
に
は
参
院
選
が
影
響

　

協
会
は
、
２
年
に
一
度
、
医
療
制
度
や
日
常
臨
床
、

医
業
経
営
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
に
つ
い
て
、
会
員
の

意
見
を
集
約
し
、
要
望
に
沿
っ
た
活
動
を
通
じ
て
「
頼

り
に
な
る
協
会
づ
く
り
」
の
指
針
を
得
る
た
め
に
会
員

意
見
調
査
を
実
施
し
て
い
る
。
２
０
１
３
年
１
月
末
時

点
の
大
阪
府
歯
科
保
険
医
協
会
・
開
業
医
会
員
の
20
％

を
無
作
為
抽
出
し
郵
送
で
依
頼
。
実
施
期
間
は
２
月
22

日
〜
３
月
７
日
ま
で
の
14
日
間
と
し
た
。
調
査
結
果
で

は
、
ま
す
ま
す
厳
し
く
な
る
会
員
院
所
の
経
営
状
況
な

ど
リ
ア
ル
な
実
態
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
会
員
意
見
調

査
の
概
要
を
報
告
す
る
。

　

一
日
当
た
り
の
平
均
患
者

数
を
見
る
と
、
最
も
多
か
っ

た
の
は
10
〜
15
人
と
16
〜
20

　

診
療
報
酬
改
定
の
評
価
に

つ
い
て
は
、「
良
か
っ
た
」

が
４
・
４
％
、「
ど
ち
ら
か

人
の
層
で
15
・
３
％
、
次
い

で
21
〜
25
人
で
13
・
１
％
、

26
〜
30
人
で
12
・
６
％
、
10

と
い
え
ば
良
か
っ
た
」
が
29

・
０
％
と
合
わ
せ
て
33
・
４

％
の
会
員
が
肯
定
的
に
評
価

人
未
満
で
11
・
５
％
と
な
っ

て
い
る
。

　

一
日
当
た
り
の
平
均
患
者

数
を
２
０
０
０
年
調
査
と
比

較
す
る
と
、
15
人
ま
で
の
層

で
９
・
８
ポ
イ
ン
ト
と
10
ポ

業
所
得
の
区
分
の
割
合
を
見

た
。「
４
０
０
万
円
未
満
」
を

見
る
と
30
歳
代
の
31
・
６
％
、

40
歳
代
の
21
・
８
％
と
働
き

し
た
。
否
定
的
な
評
価
は
31

・
６
％
。
改
定
の
評
価
で

は
、
こ
れ
ま
で
肯
定
的
評
価

イ
ン
ト
近
く
増
え
て
い
る
。

一
方
、
16
〜
25
人
の
層
で
８

ポ
イ
ン
ト
減
っ
て
お
り
、
こ

の
十
数
年
で
の
患
者
数
の
減

少
が
伺
え
る
。

盛
り
の
年
齢
層
の
２
〜
３
割

が
こ
の
層
を
占
め
る
。
医
院

経
営
が
非
常
に
厳
し
く
な
っ

て
い
る
こ
と
が
伺
え
る
。

　

医
業
所
得
は
「
４
０
０
万

円
未
満
」
が
19
・
６
％
と
最

も
多
く
、
次
い
で
「
〜
６
０

０
万
円
」
の
14
・
０
％
と
続

く
。

　

さ
ら
に
年
齢
層
ご
と
に
医

が
否
定
的
評
価
を
上
回
る
こ

と
が
な
か
っ
た
が
、
初
め
て

肯
定
的
評
価
が
上
回
っ
た
。

％
で
、「
反
対
」
が
67
・
０

％
と
反
対
が
過
半
数
を
大
き

く
超
え
た
。
消
費
税
増
税
に

よ
る
医
療
機
関
の
「
損
税
」

負
担
や
患
者
の
生
活
悪
化
、

景
気
後
退
の
懸
念
な
ど
が
反

映
さ
れ
て
い
る
。

　

患
者
の
受
診
動
向
に
つ
い

て
、
昨
年
１
年
間
で
経
済
的

理
由
に
よ
る
と
思
わ
れ
る
治

療
中
断
が
あ
っ
た
か
ど
う
か

を
尋
ね
た
。「
あ
っ
た
」
と

の
回
答
が
75
・
５
％
と
驚
く

ほ
ど
多
数
を
占
め
た
。「
な

か
っ
た
」
は
19
・
６
％
だ
っ

た
。
圧
倒
的
多
数
の
会
員
が

経
済
的
理
由
に
よ
る
治
療
中

断
を
経
験
し
て
い
る
こ
と
が

明
ら
か
と
な
っ
た
。
患
者
の

口
腔
内
の
健
康
悪
化
が
懸
念

さ
れ
る
。

　

治
療
中
断
の
背
景
に
は
、

長
引
く
不
況
に
よ
る
生
活
悪

化
や
、
他
の
先
進
国
と
比
べ

て
高
す
ぎ
る
窓
口
負
担
が
あ

る
こ
と
は
否
め
な
い
。
一
刻

も
早
い
制
度
改
善
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。

　

会
員
が
考
え
る
開
業
医
に

理
解
の
あ
る
政
党
を
見
る

と
、「
自
民
党
」
が
23
・
９

％
、
次
い
で
「
共
産
党
」
が

16
・
６
％
、「
民
主
党
」
が

９
・
８
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

自
民
・
民
主
両
党
は
こ
の

間
、
政
権
に
就
い
て
医
療
政

策
を
実
行
し
て
き
た
が
、
歯

科
医
療
費
は
長
年
、
据
え
置

か
れ
た
ま
ま
に
な
っ
て
い

る
。
窓
口
負
担
の
改
悪
も
断

続
的
に
実
施
さ
れ
て
き
た
。

開
業
医
が
望
む
政
治
を
実
行

す
る
か
ど
う
か
が
問
わ
れ

る
。

　

７
月
の
参
院
選
の
結
果
が

来
年
４
月
の
診
療
報
酬
改
定

や
今
後
の
社
会
保
障
「
改

革
」
に
大
き
な
影
響
を
与
え

る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
や
消
費
税
増

税
へ
の
賛
否
を
見
る
と
、
Ｔ

Ｐ
Ｐ
参
加
に
「
賛
成
」
が
36

・
９
％
、「
反
対
」
が
47
・

７
％
と
反
対
が
賛
成
を
上
回

っ
た
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
で
国
民

皆
保
険
制
度
が
形
骸
化
す
る

こ
と
に
対
し
、
会
員
の
強
い

警
戒
感
が
結
果
に
表
れ
て
い

る
。

　

消
費
税
の
10
％
増
税
に
つ

い
て
も
「
賛
成
」
が
24
・
２

昨年１年間で経済的理由に
よると思われる治療中断　

ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済
連携協定）参加について　　

消費税率10％への
引き上げについて

開業医に理解があると感じられる政党

2012年４月改定の
評価について　　

一日当たりの平均患者数今改定で評価できる項目は何ですか（複数回答可）

各年齢区分における医業所得層の割合

来
院
患
者

来
院
患
者
1515
人
未
満

人
未
満

が
急
増

が
急
増

理
解
の
あ
る
政
党

理
解
の
あ
る
政
党

自
民
・
共
産
が
２
強

自
民
・
共
産
が
２
強

1212
年
診
療
報
酬
改
定

年
診
療
報
酬
改
定

肯
定
的
な
受
け
止
め

肯
定
的
な
受
け
止
め

経済的理由で中断経済的理由で中断
会員の７割超経験会員の７割超経験

30代の３割超が30代の３割超が
所得400万未満所得400万未満

ＴＰＰ・消費税はＴＰＰ・消費税は
反対が多数反対が多数

2012年度2012年度
会員意見調査結果会員意見調査結果

その他
4.9％

あった
75.5％

なかった
19.6％
なかった
19.6％

その他
15.3％
その他
15.3％

賛成
36.9％

反対
47.7％
反対
47.7％

その他
8.8％

賛成
24.2％

反対
67.0％
反対
67.0％

なし

生活の党

社民党

みんなの党

公明党

日本維新

その他

民主党

共産党

自民党

0.0％ 5.0％ 45.0％40.0％35.0％30.0％25.0％20.0％15.0％10.0％

良かった
4.4％

どちらか
といえば
良かった
29.0％

どちらか
といえば
良かった
29.0％

あまり良く
なかった
19.7％

あまり良く
なかった
19.7％

良くなかった
11.5％

どちらとも
いえない
35.5％

どちらとも
いえない
35.5％


